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第１章 人事委員会の組織及び運営

Ⅰ 人事委員会

１ 人事委員会委員
（平成26年 8月 1日現在）

職 氏 名 勤務別 任 期 現 （前） 職

元) 総括危機管理監 危機管理局長委員長 平田 浩和 常 勤 H25. 4. 1～H27.7.16 (兼)

委 員 渡邉 勝三 非常勤 H26. 7.30～H30.7.29 現）南国交通㈱取締役会長

委 員 泉 健子 非常勤 H25. 7.27～H29.7.26 元）鹿児島大学教授

２ 平成25年度人事委員会開催状況

回 開 催 日 議 題

１ 平成25年 １ 委員長の選任について

4月 1日(月) ２ 委員長職務代理者の指定について

２ 4月23日(火) １ 平成25年度警察官Ａ採用試験の受験申込状況について

２ 平成24年度苦情相談の状況について

３ 公平委員会事務の受託廃止(姶良市)について

４ 平成25年職種別民間給与実態調査について

５ 鹿児島県公務公共サービス労働組合協議会からの要求書について

６ 損害賠償請求事件への対応について

７ 判定取消等請求事件への対応について

８ 平成25年(不)第１号事案の受理について

３ 5月21日(火) １ 平成25年度警察官Ａ採用試験の第１次試験(教養試験等)の受験状況

について

２ 第56回全国人事委員会連合会公平審査事務研修会の開催及び研究テ

ーマについて
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回 開 催 日 議 題

４ 6月18日(火) １ 管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について
２ 公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正について
３ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出ついて
４ 平成24年(不)第１号事案の再審請求に対する決定について
５ 平成25年(不)第１号事案に係る証拠資料について
６ 平成24年(不)第２号事案に係る裁決について
７ 専決処分報告の件について
８ 平成25年度県職員採用試験(上級・民間企業等職務経験者）の受験

申込状況について

５ 7月25日(木) １ 平成25年度身体障害者を対象とする鹿児島県職員採用選考試験実施
計画について

２ 平成25年(不)第１号事案に係る証拠資料について
３ 平成25年度警察官Ａ採用試験の第１次試験合格者数について
４ 平成25年度県職員採用上級試験の第１次試験合格者数について
５ 平成25年度民間企業等職務経験者職員採用試験の第１次試験の受験

状況について
６ 損害賠償請求事件について

６ 8月 8日(木) １ 平成25年度警察官Ａ採用試験の最終合格者の決定について
２ 平成24年(不)第２号事案の再審請求に対する決定について
３ 平成25年度民間企業等職務経験者職員採用試験の第１次試験合格者

数について

７ 9月 3日(火) １ 平成25年度鹿児島県職員採用上級試験の最終合格者の決定について
２ 委託等地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部改正に

ついて
３ 平成25年(不)第１号事案に係る証拠資料について
４ 専決処分報告の件について
５ 平成25年度警察官Ｂ採用試験の受験申込状況について

８ 9月10日(火) １ 平成25年度鹿児島県民間企業等職務経験者職員採用試験の最終合格
者の決定について

２ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出について
３ 平成25年職員の給与等に関する報告及び勧告の基本方針(案)につい

て
４ 平成25年度県職員採用試験(中級・初級)の受験申込状況について

９ 9月26日(木) １ 平成25年職員の給与等に関する報告について
２ 平成25年度警察官Ｂ採用試験の第１次試験(教養試験等)の受験状況

について
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回 開 催 日 議 題

10 10月22日(火) １ 平成25年(不)第１号事案に係る証拠資料について
２ 平成25年度県職員採用試験(中級・初級)の第１次試験合格者数につ

いて
３ 平成25年度身体障害者を対象とする県職員採用選考試験の受験申込

状況について
４ 平成25年国・九州各県人事委員会報告・勧告の概要について

11 11月19日(火) １ 平成25年度鹿児島県職員採用試験(中級・初級)の最終合格者の決定
について

２ 職務の級の標準的な職務の内容に関する規則の一部改正について
３ 平成25年度警察官Ｂ採用試験の第１次試験合格者数について
４ 平成25年度身体障害者を対象とする県職員採用選考試験の第１次試

験合格者数について
５ 判定取消等請求事件について

12 11月29日(金) １ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出について

13 12月12日(木) １ 平成25年度警察官Ｂ採用試験の最終合格者の決定について

14 12月17日(火) １ 平成25年度身体障害者を対象とする鹿児島県職員採用選考試験の最
終合格者の決定について

２ 管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について

15 平成26年 １ 平成26年度鹿児島県警察官採用試験実施計画について
1月21日(火) ２ 職員の昇任選考について

３ 退職をした者の退職手当の返納命令処分に係る意見の申出について
４ 平成25年(不)第１号事案に係る証拠資料について
５ 平成25年度鹿児島県職員採用試験実施結果の概要について
６ 判定取消等請求事件の控訴提起について

16 2月21日(金) １ 職員の採用選考について
２ 平成25年(不)第１号事案の裁決について
３ 職員に関する条例の制定等に係る意見の申出について

17 3月13日(木) １ 職員の採用選考について
２ 職員の昇任選考について
３ 事務局職員の任免について

18 3月20日(木) １ 平成26年度鹿児島県職員採用試験実施計画について
２ 職員の採用選考について
３ 公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正について
４ 平成26年度鹿児島県人事委員会年間行事計画について

19 3月26日(水) １ 公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部改正について

※定例の委員会における「翌月の委員会開催日程協議」についての記載は省略。
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Ⅱ 事 務 局

（平成26年４月１日現在）１ 事務局の組織

〈総務係〉
(兼)総務係長 主査(2)総務課

(兼)総務課長 課長補佐
〈任用係〉
主幹兼任用係長 主査(2) 主事(1)

事務局長 次長
〈給与係〉
給与係長 主査(2)職員課

職員課長 課長補佐
〈審査班〉

参事付 主査(2)

２ 事務分掌

総 務 課

総 務 係
（１）委員に関すること。
（２）委員会の会議及び議事に関すること。
（３）公印の保管，使用等に関すること。
（４）事務局の組織並びに事務局職員の人事，研修及び厚生福利に関すること。
（５）文書及び物件の収受，発送，保管及び廃棄に関すること。
（６）予算及び決算に関すること。
（７）厚生福利制度の研究及びその成果の提出に関すること。
（８）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（総務係の分掌事務に係るもの 。）
（９）他の係の所管に属しない事項に関すること。
(10) その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。

任 用 係
（１）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（任用係の分掌事務に係るもの 。）
（２）人事行政に関する調査に関すること。
（３）人事記録の管理及び人事に関する統計報告の作成に関すること。
（４）人事行政の運営に関する勧告に関すること。
（５）任命方法の一般的基準の制定に関すること。
（６）職制若しくは定数の改廃又は予算の減少に基づく廃職又は過員により離職した者の

復職条件の決定に関すること。
（７）競争試験及び選考に関すること。
（８）任用に関すること。
（９）条件付採用期間の延長の決定に関すること。
（10）職階制に関する計画の立案及び実施に関すること。
（11）研修及び勤務成績の評定に関する研究及びその成果の提出並びに必要な事項の勧告

に関すること。
（12）職員の定年等に関すること。
(13) その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。
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職 員 課

給 与 係

（１）給与，勤務時間その他の勤務条件の研究及びその成果の関係機関への提出に関す

ること。

（２）給料表に関する報告及び勧告に関すること。

（３）給与，勤務時間その他の勤務条件に関し講ずべき措置についての勧告に関するこ

と。

（４）給与の支払の監理に関すること。

（５）職務に専念する義務の特例に関すること。

（６）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（給与係の分掌事務に係るもの 。）

（７）退職手当の支給制限等の処分に係る調査審議及び意見の提出に関すること。

（８）その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。

審 査 班

（１）給与，勤務時間その他の勤務条件に関する措置の要求に対する審査，判定及び必

要な措置に関すること。

（２）不利益な処分についての不服申立てに対する審査，決定，裁決及び必要な措置に

関すること。

（３）職員の苦情処理に関すること。

（４）職員の分限，懲戒及び服務に関すること。

（５）職員の営利企業等の従事制限に関すること。

（６）職員団体の登録，登録の効力の停止及び登録の取消しに関すること。

（７）職員団体等に対する法人格の付与に関する法律に基づく規約の認証及び認証の取消

しに関すること。

（８）勤務条件に関する労働基準監督に関すること。

（９）管理職員等の範囲の指定に関すること。

（10）委託された公平委員会の事務の処理に関すること。

（11）人事機関及び職員に関する条例の制定及び改廃に関する意見の申出に関すること

（審査班の分掌事務に係るもの 。）

（12）その他前各号の事務を執行するに必要な事務に関すること。
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第２章 人 事 委 員 会 の 業 務

Ⅰ 任 用

１ 採用試験等
平成25年度に実施した採用試験等の結果の概要は，次のとおりである。

(1) 上級試験

大学卒業程度の学力を有する者を対象とする試験である。

事務職２職種（総合行政及び警察事務）と技術職10職種について，第１次試験を６月30

日，第２次試験を８月２日～21日に実施し，９月４日に最終合格者を発表した。

受験者数778人，最終合格者数73人，平均競争率10.7倍という状況であった。24年度に比

べ，受験者数は33人（4.4％）増加した。

職種別に見ると，事務職「総合行政」の受験者数は515人 「警察事務」の受験者数は80，

人で，平均競争率は12.4倍であった。

一方，技術職の場合，全体の平均競争率は7.3倍で 「化学Ⅱ」が13.0倍と最も高く 「畜， ，

産」が3.7倍で最も低かった。

(2) 民間企業等職務経験者採用試験

民間企業等において，５年以上の職務経験を有する者（年齢30歳から39歳まで）を対象

とする試験である。

事務職（行政）について，第１次試験を６月30日，第２次試験を８月30日～９月１日に

実施し，９月11日に最終合格者を発表した。

受験者数179人，最終合格者数7人，競争率25.6倍という状況であった。24年度に比べ，

受験者数は44人（32.6％）増加した。

(3) 中級試験

短期大学卒業程度の学力を有する者を対象とする試験である。

事務職２職種(一般事務及び教育事務）と技術職１職種（土木）について，第１次試験を

， ， 。９月29日 第２次試験を10月17日～11月６日に実施し 11月20日に最終合格者を発表した

受験者数485人，最終合格者数68人，競争率7.1倍であった。

職種別の競争率を見ると 「一般事務」が8.4倍 「教育事務」が5.8倍 「土木」が7.5倍， ， ，

であった。

(4) 初級試験

高等学校卒業程度の学力を有する者を対象とする試験である。

事務職２職種（一般事務及び警察事務）と技術職２職種（林業，土木）について，第１

次試験を９月29日，第２次試験を10月17日～11月６日に実施し，11月20日に最終合格者を

発表した。

受験者数313人，最終合格者数48人，平均競争率6.5倍という状況であった。

，「 」 ，「 」 ，「 」 ，職種別の競争率を見ると 一般事務 が9.0倍 警察事務 が4.8倍 林業 が6.0倍

「土木」が2.1倍であった。

(5) 警察官採用試験

大学を卒業した者（卒業見込みを含む。）を対象とする「警察官Ａ」については，男性・

女性・武道の３区分について，第１次試験を５月12日，第２次試験を７月16日～23日に実

施し，８月９日に最終合格者を発表した。受験者数518人，最終合格者数157人，平均競争

率3.3倍という状況であった。
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一方，大学を卒業した者（卒業見込みを含む ）以外を対象とする「警察官Ｂ」について。

は，男性・女性・武道の３区分について，第１次試験を９月22日，第２次試験を11月21日

～27日に実施し，12月13日に最終合格者を発表した。受験者数397人，最終合格者数76人，

平均競争率5.2倍という状況であった。

また 「警察官Ａ 「警察官Ｂ」ともに，男性区分については，警視庁（東京都 ，神奈， 」， ）

川県，滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県の６都府県と共同試験方式で実施した。

(6) 身体障害者を対象とする職員採用選考試験

任命権者からの依頼を受けて，平成11年度から実施している身体障害者を対象とする職

員採用選考試験を実施した。

一般事務及び警察事務（高等学校卒業程度）について，第１次試験を11月10日，第２次

試験を12月９日，10日に実施し，12月18日に最終合格者を発表した。

受験者数24人，最終合格者数５人，平均競争率4.8倍という状況であった。
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平成25年度職員採用試験実施結果
（単位：人，％，倍）

試験区分 申込者数 受験者数 受験率 競争率 採用者数１次合格者数 最終合格者数

総合行政 656( 648) 515( 494) 78.5( 76.2) 72( 69) 39( 42) 13.2(11.8) 23( 30)

警察事務 98( 79) 80( 71) 81.6( 89.9) 19( 16) 9( 6) 8.9(11.8) 7( 5)

心 理 20( 20) 17( 17) 85.0( 85.0) 7( 5) 2( 1) 8.5(17.0) 2( 1)

農 業 31( 30) 27( 21) 87.1( 70.0) 14( 10) 3( 3) 9.0( 7.0) 3( 3)

畜 産 15( 17) 11( 12) 73.3( 70.6) 6( 6) 3( 3) 3.7( 4.0) 3( 3)

上 農業土木 5( 4) 4( 3) 80.0( 75.0) 3( 2) 1( 1) 4.0( 3.0) 1( 1)

生活改良 － ( － ) － ( － ) － ( － ) － ( －) － ( －) － ( － ) －( －)

林 業 13( 21) 11( 13) 84.6( 61.9) 4( 5) 1( 2) 11.0( 6.5) 1( 2)

水 産 26( 20) 17( 14) 65.4( 70.0) 9( 5) 2( 1) 8.5(14.0) 2( 1)

建 築 8( 13) 6( 10) 75.0( 76.9) 3( 6) 1( 2) 6.0( 5.0) 1( 1)

級 電 気 － ( 22) － ( 18) － ( 81.8) － ( 9) － ( 2) － ( 9.0) －( 2)

化 学 Ⅰ 44( 30) 35( 25) 79.5( 83.3) 14( 5) 4( 1) 8.8(25.0) 3( 1)

化 学 Ⅱ 29( 22) 26( 21) 89.7( 95.5) 9( 5) 2( 1) 13.0(21.0) 2( 1)

栄 養 士 － ( － ) － ( － ) － ( － ) － ( －) － ( －) － ( － ) －( －)

保 健 師 33( 30) 29( 26) 87.9( 86.7) 14( 14) 6( 6) 4.8( 4.3) 6( 4)

合 計 978( 956) 778( 745) 79.6( 77.9) 174(157) 73( 71) 10.7(10.5) 54( 55)

民 行 政 231( 190) 179( 135) 77.5( 71.1) 29( 18) 7( 8) 25.6(16.9) 7( 6)

間 合 計 231( 190) 179( 135) 77.5( 71.1) 29( 18) 7( 8) 25.6(16.9) 7( 6)

一般事務 381( 355) 277( 256) 72.7( 72.1) 64( 42) 33( 20) 8.4(12.8) 26( 13)

中 教育事務 252( 335) 193( 259) 76.6( 77.3) 60( 58) 33( 31) 5.8( 8.4) 25( 25)

土 木 25( 18) 15( 14) 60.0( 77.8) 10( 5) 2( 3) 7.5( 4.7) 2( 2)

保 育 士 － ( － ) － ( － ) － ( － ) － ( －) － ( －) － ( － ) －( －)

級 学校栄養職員 － ( － ) － ( － ) － ( － ) － ( －) － ( －) － ( － ) －( －)

合 計 658( 708) 485( 529) 73.7( 74.7) 134(105) 68( 54) 7.1( 9.8) 53( 40)

一般事務 249( 253) 216( 226) 86.7( 89.3) 58( 39) 24( 18) 9.0(12.6) 19( 11)

初 警察事務 79( 82) 76( 73) 96.2( 89.0) 28( 16) 16( 7) 4.8(10.4) 11( 5)

農業土木 － ( － ) － ( － ) － ( － ) － ( －) － ( －) － ( － ) －( －)

林 業 6( 7) 6( 6) 100.0( 85.7) 5( 3) 1( 1) 6.0( 6.0) 0( 1)

土 木 18( 14) 15( 12) 83.3( 85.7) 11( 5) 7( 2) 2.1( 6.0) 5( 2)

級 建 築 － ( － ) － ( － ) － ( － ) － ( －) － ( －) － ( － ) －( －)

合 計 352( 356) 313( 317) 88.9( 89.0) 102( 63) 48( 28) 6.5(11.3) 35( 19)

2,219(2,210) 1,755(1,726) 79.1( 78.1) 439(343) 196(161) 9.0(10.7) 149(120)上・民間・中・初級合計

Ａ 男 性 502( 653) 447( 582) 89.0( 89.1) 238(211) 137(101) 3.3( 5.8) 97( 74)

区 女 性 77( 84) 65( 76) 84.4( 90.5) 25( 32) 18( 14) 3.6( 5.4) 12( 8)

分 武 道 6( 7) 6( 7) 100.0(100.0) 3( 1) 2( 1) 3.0( 7.0) 2( 1)

Ｂ 男 性 377( 374) 335( 323) 88.9( 86.4) 186(128) 65( 63) 5.2( 5.1) 51( 53)

区 女 性 69( 72) 61( 67) 88.4( 93.1) 31( 16) 11( 8) 5.5( 8.4) 10( 6)

分 武 道 1( 4) 1( 3) 100.0( 75.0) 0( 0) 0( 0) － ( － ) 0( 0)

合 計 1,032(1,194) 915(1,058) 88.7( 88.6) 483(388) 233(187) 3.9( 5.7) 172(142)

総 計 3,251(3,404) 2,670(2,784) 82.1( 81.8) 922(731) 429(348) 6.2( 8.0) 321(262)

一般事務 29( 29) 23( 26) 79.3( 89.7) 14( 13) 4( 4) 5.8( 6.5) 3( 3)

警察事務 1( － ) 1( － ) 100.0( － ) 1( －) 1( －) 1.0( － ) 0( －)

合計 30( 29) 24( 26) 80.0( 89.7) 15( 13) 5( 4) 4.8( 6.5) 3( 3)

（注） （ ）内は，平成24年度実績

警

察

官
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平成 年度 採用試験等実施一覧25 鹿児島県職員

上 級 中 級 初 級試 験 名 民間企業等職務経験者
総 合 行 政
警 察 事 務 行 政 一 般 事 務 一 般 事 務
心 理
農 業 教 育 事 務 警 察 事 務
畜 産

土 木 林 業農 業 土 木
試 験 区 分 林 業

土 木水 産
建 築
化 学 Ⅰ
化 学 Ⅱ
保 健 師

①昭和59.4.2～ 4. ①昭和49.4.2～59.4.1 昭和61.4.2～平成 4.4.2～平成平成 平成
4.1に生まれた者。 に生まれた者 6.4.1に生まれた者 8.4.1に生まれた者
ただし，保健師は昭 ②民間企業等における
和59.4.2～平成5.4. 職務経験を５年以上
1に生まれた者。 有する者

② 4.4.2以降に生平成
まれた者で，学校教

受 験 資 格 育法による大学（４
年制以上のもの）を
卒業した者若しく
は平成26.3末までに
卒業見込みの者又は
これらと同等の資格
があると人事委員会
が認める者。
化学Ⅱ及び保健師は
資格又は免許を必要
とする。

公 告 日 ４月５日(金) ４月５日(金)

５月14日(火) ８月14日(水)
受 付 期 間

～５月30日(木) ～８月30日(金)

１次試験日 ６月30日(日) ９月29日(日)

［試験地］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市］

１次合格者
７月11日(木) ７月 日( ) ３日( )30 火 10月 木

決 定 日

１次合格者
７月12日(金) ７月31日( ) 10月４日(金)水

発 表 日

８月２日(金) ８月30日(金) 10月17日(木)
～ ～ ～

２次試験日 ８月21日(水) ９月１日(日) 11月６日(水)
［試験地］

［鹿児島市］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市］

最終合格者
決 定 日 ９月 日(火) ９月 日(火) 11月19日(火)３ 10
（委員会）

最終合格者
９月 日(水) ９月 日(水) 11月20日(水)４ 11

発 表 日
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身体障害者を対象とす警 察 官試 験 名
る職員採用選考試験

警察官Ａ(男性) 警察官Ｂ(男性) 一般事務

試 験 区 分 警察官Ａ(女性) 警察官Ｂ(女性) 警察事務

警察官Ａ(武道) 警察官Ｂ(武道)

昭和57.4.2～平成8.4.1に生 昭和57.4.2～平成8.4.1に生 身体障害者手帳の交付を
まれた者で，学校教育法による まれた者で，警察官Ａの受験資 受けている者で，昭和58.
大学（４年制以上のもの）を卒 格に該当しない者 4.2～平成8.4.1に生まれた
業した者若しくは平成26.3末ま 者
でに卒業見込みの者又はこれら 警察官Ｂ（武道）は，上記に 自力により通勤でき，か
と同等の資格があると人事委員 該当する男性で，柔道２段（高 つ，介護者なしに職務の遂
会が認める者 等学校を平成26.3末までに卒業 行が可能で，鹿児島県内に

受 験 資 格 見込みの者は初段）以上又は剣 居住していることを必要と
警察官Ａ（武道）は，上記に 道２段以上であることを必要と する。

該当する男性で，柔道又は剣道 する。
が３段以上であることを必要と
する。

公 告 日 月26日(火) 月26日(火) －２ ２

月 日(月) ８月７日(水) ９月 0日(金)４ １ 2
受 付 期 間

～４月 7日(水) ～８月23日(金) ～10月 日(水)1 ９

１次試験日 ５月12日(日) ９月 日(日) 11月10日(日)22

［試験地］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市,鹿屋市，奄美市］ ［鹿児島市］

１次合格者
６月 日(木) 11月７日(木) 11月14日(木)27

決 定 日

１次合格者
６月 日(金) 11月８日(金) 11月15日(金)28

発 表 日

７月 6日(火) 11月21日(木) 12月９日(月)1
～ ～ ～

２次試験日 ７月 3日(火) 11月27日(水) 12月10日(火)2
［試験地］

［鹿児島市］ ［鹿児島市］ ［鹿児島市］

最終合格者
決 定 日 ８月８日(木) 12月12日(木) 12月17日(火)
（委員会）

最終合格者
８月 日(金) 12月13日(金) 12月18日(水)９

発 表 日
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採用試験等の実施方法

区 分 第１次試験 第２次試験
・教養試験（択一式） ・論文試験（ , ）記述式：総合行政 警察事務，保健師
・専門試験（択一式： ） ・専門試験（ ）保健師を除く 記述式：保健師を除く技術職

上 級 ・ＰＲ論文（総合行政のみ） ・面接試験
・適性検査
・身体検査

・教養試験（択一式） ・面接試験
民間経験者 ・経験論文試験 ・適性検査

・身体検査
・教養試験（択一式） ・論文試験（ : , ）記述式 一般事務 教育事務
・専門試験（択一式） ・専門試験（ : ）記述式 土木

中 級 ・面接試験
・適性検査
・身体検査

・教養試験（択一式） ・作文試験
初 級 ・専門試験（択一式： ･ ） ・面接試験林業 土木のみ

・適性検査
・身体検査

警察官Ａ ・教養試験（択一式）
（男性） ・論文試験（第２次試験で採点） ・面接試験
（女性） ・適性検査

・身体・体力検査
・教養試験（択一式）

警察官Ａ ・論文試験（第２次試験で採点） ・面接試験
（武道） ・適性検査

・身体・体力検査
・実技試験（柔道，剣道）

警察官Ｂ ・教養試験（択一式）
（男性） ・作文試験（第２次試験で採点） ・面接試験
（女性） ・適性検査

・身体・体力検査
・教養試験（択一式）

警察官Ｂ ・作文試験（第２次試験で採点） ・面接試験
（武道） ・適性検査

・身体・体力検査
・実技試験（柔道，剣道）

身 体 障 害 者 を ・教養試験（択一式） ・面接試験
対 象 と す る ・作文試験 ・適性検査
職員採用選考試験 ・身体検査

警

察

官
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２ 選考採用
平成25年度の選考採用の概要は，次のとおりである。
役付職51人，一般職143人の計194人で，うち人事委員会の選考にかかるもの79人，任命権者

の選考にかかるもの115人（医師，看護師等）となっている。
役付職51人の内訳は，部長級１人，課長級８人，課長補佐級15人，係長級27人である。

平成 年度 選考採用結果25
（単位：人）

区 分 知 事 部 局 教育委員会 警 察 本 部 県立病院局 計
部 長 級 1 1
次 長 級
課 長 級 2 3 3 8
課 長 補 佐 級 4 1 10 15
係 長 級 7 2 13 5 27

小 計 14 6 26 5 51
医 務 技 師 32 32
獣 医 務 技 師 9 9
看 護 技 師 41 41
准 看 護 技 師 4 4
助 産 技 師 2 2
衛 生 技 師 2 17 19
薬 務 技 師 2 2
診 療 放 射 線 技 師 1 1
理 学 療 法 技 師 1 1
作 業 療 法 技 師 1 1
臨 床 検 査 技 師 2 2
児童自立支援主事 2 2
文 化 財 研 究 員 2 2

主 事 3 2 5

司 書 1 1
鑑 識 2 2
林 業 技 師 1 1
土 木 技 師 1 1
船 舶 職 員 1 2 3
工 業 技 師 1 1
警 察 官 11 11

小 計 22 7 13 101 143
合 計 36 13 39 106 194

役

付

職

一

般

職
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３ 昇任試験
職員の昇任のための試験は，警察官について実施しているが，これは警部補以下の階級にあ

る警察官を警部，警部補，巡査部長にそれぞれ昇任させるためのものであり，試験の実施と昇

任候補者名簿の作成は警察本部長に委任している。

平成25年度は，警部昇任試験，警部補昇任試験及び巡査部長昇任試験がそれぞれ１回実施さ

れ，その試験結果は次の表のとおりである。

平成 年度 警察官昇任試験結果25

第１次試験 第２次試験 第３次試験
試験区分 競争率

受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 （倍）
（昇任試験） （人） （人） （人） （人） （人） （人） Ａ／Ｂ

Ａ Ｂ

警 部 348 103 103 32 32 23 15.1

警 部 補 497 159 159 86 86 60 8.3

巡査部長 610 181 181 116 116 100 6.1

（注）警部，警部補及び巡査部長の第１次試験合格者には，第１次試験免除者を含む。
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４ 選考昇任
一般職員にかかる係長（係長相当職を含む）以上の職への昇任及び警察官（警視及び警部以

下の職で，人事委員会が認める者（選抜昇任及び選考昇任 ）にかかる昇任について，平成25年）

度に選考した者は686人である。

平成 年度 選考昇任結果25

任命権者 知 事 教育委員会 警察本部長 県立病院局 計

職名 （人） （人） （人） （人） （人）

部 長 又 は 部 長 級 11 11

次 長 又 は 次 長 級 31 1 32

課 長 又 は 課 長 級 75 28 3 1 107

補 佐 又 は 補 佐 級 90 56 5 4 155

係 長 又 は 係 長 級 103 21 12 31 167

小 計 310 106 20 36 472

警 視 13 13

警 部 29 29

警 部 補 73 73

巡 査 部 長 99 99

小 計 214 214

合 計 310 106 234 36 686
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５ 簡易開示による請求
人事委員会で実施する職員採用試験において，簡易な方法による個人情報の開示申出をした

者の数は，第１次試験で85人，第２次試験で181人である。

平成 年度 簡易開示結果25
（単位：人）

第１次試験 第２次試験 合 計

％ ％ ％区 分 申出者 対象者 申出者 対象者 申出者 対象者

上 級 34 604 5.6 55 162 34.0 89 766 11.6

中 級 18 351 5.1 30 126 23.8 48 477 10.1

初 級 6 211 2.8 20 95 21.1 26 306 8.5

上中初

級 計 58 1,166 5.0 105 383 27.4 163 1,549 10.5

警 察 官

Ａ 9 252 3.6 35 255 13.7 44 507 8.7

警察官

Ｂ 4 180 2.2 35 207 16.9 39 387 10.1

警察官

計 13 432 3.0 70 462 15.2 83 894 9.3

民 間

経験者 13 150 8.7 5 29 17.2 18 179 10.1

競 争

試験計 84 1,748 4.8 180 874 20.6 264 2,622 10.1

身 障

選 考 1 9 11.1 1 13 7.7 2 22 9.1

総 計 85 1,757 4.8 181 887 20.4 266 2,644 10.1
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Ⅱ 給 与

１ 給与に関する報告

本委員会は，平成25年10月３日，議長及び知事に対して，地方公務員法第８条及び第26条

の規定に基づき，職員の給与等について報告したが，その概要は次のとおりである。

《給与報告のポイント》

月例給，ボーナスは改定なし

給料表は，公民較差が小さいことから改定なし①

期末手当・勤勉手当（ボーナス）は，民間の支給割合とおおむね均衡している②

ことから改定なし

(1) 職員の給与と民間の給与との比較

企業規模50人以上で事業所規模50人以上の県内民間事業所576事業所から，無作為に抽出し

た136事業所を対象に調査（調査完了率92.6％）

ア 月例給

（ ） （ ） ， ，民間事業所の従事者 事務・技術職 と職員 行政職 の４月分給与を役職段階 年齢

学歴が同じ者同士で比較

民間給与① 職員給与② 較 差 ①－②

４月分給与 378,056円 123円（0.03％）
378,179円

355,552円 22,627円（6.36％）減額措置適用試算額

７月から実施された知事等の給与の特例（注）１ 上段は４月分の給与額等であり，下段は

額に関する条例による給与減額措置が４月に実施されたと仮定した場合の試算
等である。

２ 職員の平均年齢は44.4歳，平均経験年数は23.0年である。

イ 特別給（ボーナス）

昨年８月から本年７月までの民間の支給割合と職員の年間支給月数を比較

民間の支給割合 3.94月分（職員の支給月数 3.95月分）

(2) 給与改定

地方公務員法等の趣旨に則り，民間企業の給与水準を踏まえるとともに，本年の人事院報

告の内容，他の都道府県の動向等を総合的に勘案し，以下のように取り扱うことが必要

ア 給料表

本年の公民較差が小さくほぼ均衡していることから，改定なし

イ 期末手当・勤勉手当

民間の支給割合とおおむね均衡していることから，改定なし（3.95月）
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ウ その他の課題

職員の給与については，国における見直し等を踏まえて，適切に対応するとともに，今

後とも国の動向等を注視する必要

50歳台後半層における給与水準の上昇を抑制するための昇給・昇格制度の見直しについ

ては，昨年の本委員会の勧告を踏まえ対応する必要

(3) 人事管理・公務運営の改善

ア 能力及び実績に基づく人事管理

評価の公正性や納得性の確保の観点から，評定者研修の充実や評価結果のフィードバッ

ク等を図るとともに，評価結果の更なる人事管理への活用について検討を進める必要

イ 給与制度の総合的見直し

人事院において，国家公務員給与の総合的見直しの検討を進める旨の報告がなされた。

このような給与制度全般にわたる見直しは，地方公務員の給与制度にも影響を及ぼすこと

から，国や他の都道府県の動向を注視する必要

ウ 勤務環境の整備

(ｱ) 超過勤務の縮減及び勤務時間の管理

・ 業務執行態勢等の必要な見直しを行うほか，職員一人ひとりが職務遂行能力の向上

を図りながら，常に計画的・効率的な業務の遂行に努める必要

・ 管理監督職員にあっては，勤務時間管理におけるその役割を十分認識し，一層の適

正な勤務時間管理に取り組む必要

・ 学校における教員の労働時間については，教員の勤務時間を適正に把握する体制の

確立とともに，適切な労働環境の確保に努める必要

(ｲ) 健康管理

・ 心の健康づくりにおいては，休職者のうち精神疾患を原因とする者の割合が依然と

して高い状況で推移していることから，予防，早期発見・早期対応や円滑な職場復帰

支援など，計画的・継続的な対策の充実に努める必要

・ 各職場においては，日ごろのコミュニケーション等を通して，メンタル不調への気

づきや，周りに相談しやすい環境づくりに努める必要

・ パワー・ハラスメント等は，勤務意欲の低下や職場環境の悪化を招くものであるこ

とから，職員への周知・啓発を図るとともに，職員一人ひとりがこうした行為を見過

ごさずに向き合える職場環境の確保に努める必要

(ｳ) 仕事と生活の両立支援

・ 人事院が，国会及び内閣に意見の申出を行った配偶者帯同休業制度については，国

及び他の都道府県の動向等を注視する必要

・ 男性職員が育児休業を積極的に取得できるような職場環境づくりに，より一層取り

組んでいく必要

・ 年次有給休暇の取得については，取得しやすい雰囲気の醸成や環境整備等に更に取

り組んでいくことが必要
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エ 雇用と年金の接続

人事院においては，雇用と年金の確実な接続を図るため，再任用の円滑な実施や高齢期

雇用を契機とした人事管理及び行政事務の執行体制の見直し等の取組が必要であるなどと

しているところであり，本県においては，国及び他の都道府県の動向等を注視しながら，

本県の実情を踏まえ，更に検討を進める必要

(4) む す び

人事委員会の勧告・報告制度は，労働基本権制約の代償措置として設けられているもので

あり，職員に対し適正な処遇を確保することは，職員の士気を高めるとともに，有為な人材

の確保を可能にし，将来にわたって行政運営の安定を図るためにも重要

特例条例による給与の減額措置は，国からの要請等を踏まえ，実施されているものである

が，減額措置終了後は本来の職員の給与水準が確保されることを望む

県議会及び知事におかれては，給与勧告・報告制度が果たしている役割に深い理解を示さ

れ，この報告に十分留意され適切に対応されるよう要請
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２ 職員に係る条例の制定・改廃に関する意見の申出

県議会から，職員の給与に関する次の条例案について意見を求められたのに対し，議案第

78号については，やむを得ないものと考えるが，今後，本来の職員の給与水準が確保される

ことを望む旨の意見を，また，議案第94号，第112号，第10号，第42号及び第62号については

適当と認める旨の意見を提出した。

意見提出
議 案 番 号 件 名 概 要

年 月 日

25.6.18 議案第 78号 知事等の給与の特例に関する条例 ・職員の給与の減額措置の実施
制定の件 （期間：平成25年7月～平成

26年3月）

25.9.10 議案第 94号 鹿児島県職員退職手当支給条例の ・早期退職募集制度の導入
一部を改正する条例制定の件 ・勧奨退職制度の廃止等退職理

由の整理
・定年前早期退職特例措置の拡

充（適用対象年齢の下限を勤
続20年以上かつ45歳以上に引
下げ，割増措置を年3％に引
上げ）

25.11.29 議案第112号 鹿児島県職員の給与に関する条例 ・昇給制度の見直し（55歳を超
及び鹿児島県地方警察職員の給与に える職員は勤務成績が特に良
関する条例の一部を改正する条例制 好である場合に限り昇給）
定の件 ・災害派遣手当の支給対象業務

に復興計画の作成等のための
派遣を追加

26.2.21 議案第 10号 鹿児島県職員等の旅費に関する条 ・船員に責がある事由により雇
例の一部を改正する条例制定の件 用契約を解除（下船命令）し

た場合の船員の送還費用につ
いて旅費支給等の規定を追加

議案第 42号 鹿児島県職員の特殊勤務手当に関 ・税務手当の見直し（日額制へ
する条例の一部を改正する条例制定 の見直し）
の件

議案第 62号 鹿児島県学校職員の給与に関する ・県立楠隼中学校設置のため，
条例の一部を改正する条例制定の件 「学校職員」の定義に「県立

の中学校」を追加
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３ 規則の制定・改廃

規則番号 公布年月日 規 則 名 概 要

第4号 25.12.3 職務の級の標準的な職務の内容に関す 動物愛護センターの新設に伴う

る規則の一部を改正する規則 改正
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Ⅲ 審 査

１ 公平審査

(1) 不利益処分についての不服申立ての状況

平成25年度は，平成24年度から審理中であった１件及び新たに受理した１件について，いず

れも棄却の判定を行った。

また，新たに再審請求を２件受け付けたが，いずれも規則に定める再審事由に該当しないこ

とから，却下の決定を行った。

平成25年度末現在における不利益処分についての不服申立ての係属状況は，次の表のとおり

である。

24年度から 新規受付 25年度中処理件数 25年度末
区 分

の繰越件数 件 数 取下げ 却 下 判 定 継続件数

知事部局 10 1 0 1 0 10

教育委員会 2 0 0 0 0 2

警察本部 0 0 0 0 0 0

県関係計 12 1 0 1 0 12

受託団体等 1 2 0 1 2 0

計 13 3 0 2 2 12

(2) 不利益処分についての不服申立ての審査の状況

平成25年度は，２事案に対し書面審理を７回実施した。

(3) 勤務条件に関する措置要求

平成25年度は，平成24年度からの係属事案はなく，新たな措置の要求もなかった。

２ 苦情相談

平成25年度に受け付けた苦情相談の件数は，次の表のとおりである。

(1) 任命権者別

区 分 知事部局 教育委員会 警察本部 受託団体等 不 明 計

相談件数 1 6 0 2 0 9

(2) 相談内容

相談内容 任用関係 給与関係 いじめ等 計勤務時間・服務関係 健康・安全関係 セクハラ・パワハラ 公平審査関係 その他

件 数 2 0 2 0 2 0 1 2 9
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３ 職員団体の登録等

平成25年度は，新規登録した団体はなく，平成25年度末現在の登録職員団体は，30団体（県関

係４団体，受託団体等関係26団体）である。

また，11団体から16件の登録事項の変更の届出があり，変更登録を行った。

なお，登録職員団体は，別表１のとおりである。

４ 公平委員会事務の受託等

平成25年度末現在，当委員会が公平委員会の事務を受託している団体数，及び「奄美群島の復

帰に伴う自治省関係法令の適用の暫定措置等に関する政令（昭和28年12月24日政令第402号）」

第６条の規定に基づき当委員会が処理している団体数は，次の表のとおりである。

なお，受託等団体は，別表２のとおりである。

受託等団体数 （平成26年３月31日現在)

受 託 等 団 体 数 非 受 託 等 団 体 数

区 分 団体数 政令 独自の公
一 般 計 その他 計

402号 平委員会

市 19 7 1 8 11 0 11
町 村 24 13 11 24 0 0 0

市町村計 43 20 12 32 11 0 11
39 28 10 38 0 1 1一部事務組合等

合 計 82 48 22 70 11 1 12

５ 労働基準監督

(1) 事業所区分

本県の機関の事業所区分については，鹿児島労働局と協議した上で，平成25年10月29日付け

で改正した。

なお，本県の機関の事業所区分は，別表３のとおりである。

(2) クレーン等の検査

平成25年度は，クレーン等の落成検査等の実施はなかった。

なお，性能検査については，労働安全衛生法第41条第２項に規定する登録性能検査機関が行

い，当委員会は同機関から検査結果の通知を受けている。

平成25年度末におけるクレーン等の設置事業所は，24か所であり，その設置状況は，別表４

のとおりである。

(3) 労働基準及び労働安全衛生に関する調査の実施

当委員会が労働基準監督機関として職権を行使する202事業所の労働基準関係事務について，

関係法令等の遵守状況等を調査し，併せて指導監督するため，平成25年度は９事業所を対象に

実地調査を行うとともに，９事業所を対象に書面確認調査を行った。

また，３年毎に当委員会が所管する全事業所に対し実施している書面による実態調査を行っ

た。
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(4) 解雇予告除外認定

平成25年度においては，解雇予告除外認定の申請が２件あり，２件の認定を行った。

申 請 者 事業の種類 申請年月日 年月日（認定／不認定）

県警察本部長 官公署の事業 平25. 6. 5 平25. 6. 5（認定）

県 知 事 官公署の事業 平25. 9.12 平25. 9.17（認定）

６ 規則改正

平成25年度においては，次の規則の改正を行った。

(1) 管理職員等の範囲を定める規則（一部改正）

(2) 委託等地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（一部改正）
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別表１ 職員団体の登録等の状況

(1) 県関係
平成26年３月31日現在）（

法人格 法人格整理 整理

の有無 の有無番号 団体名 登録年月 番号 団体名 登録年月

1 自治労鹿児島県職員労働組 昭41.10.12 有 3 鹿児島県高等学校教職員組 昭44. 6.24 有

合 合

2 鹿児島県教職員組合 41.10.12 有 4 鹿児島県立短期大学教職員 47. 5. 2 無

組合

(2) 受託等関係
在）（平成26年３月31日現

法人格 法人格整理 整理

の有無 の有無番号 団体名 登録年月 番号 団体名 登録年月

1 中種子町役場職員組合 昭42. 1.30 有 15 志布志市職員労働組合 平18. 3.28 無

2 南種子町職員労働組合 42. 1.30 無 16 指宿市職員労働組合 18.11.16 無

3 天城町職員労働組合 45.10. 1 無 17 全日本自治団体労働組合 19.10.30 無

4 徳之島町職員組合 47. 2. 5 有 奄美市職員労働組合

5 知名町職員組合 47. 3. 7 無 18 全日本自治団体労働組合 20. 4.10 無

6 喜界町職員労働組合 48. 2.16 無 屋久島町職員労働組合

7 龍郷町職員組合 50.10.24 有 19 南九州市役所職員組合 20.11.25 無

8 大崎町職員組合 51. 3. 8 無 20 南九州市職員労働組合 21. 1.27 無

9 垂水市役所職員労働組合 53.12.25 有 21 全日本自治団体労働組合 22. 2.16 無

10 十島村職員組合 59. 9.17 無 肝付町職員組合

11 大和村職員労働組合 63. 4. 6 無 22 自治労南大隅町職員組合 23.12.20 無

12 湧水町職員労働組合 平17. 9.22 無 23 曽於市職員組合 24. 2. 9 無

13 全日本自治団体労働組合 18. 2.10 無 24 長島町職員組合 24. 7. 9 無

25 東串良町役場職員組合 24.10.10 無いちき串木野市職員労働組合

14 南さつま市職員労働組合 18. 2.10 無 26 さつま町職員組合 24.12.27 無
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別表２ 受託団体の名称及び受託年月日

(1) 受託市町村 〔20市町村：７市，11町，２村〕
平成26年３月31日現在）（

番号 市町村名 受託年月日 番号 市町村名 受託年月日 番号 市町村名 受託年月日

市 町 村

１ 垂 水 昭 40. 4. 1 １ 南種子 昭 28. 4. 1 １ 三 島 昭 28. 6. 1

２ 曽 於 平 17. 7.15 ２ 大 崎 34.12.25 ２ 十 島 37. 6.15

３ 17.10.25 ３ 東串良 41. 1. 1い ち き 串 木 野

４ 南さつま 17.11.22 ４ 中種子 41. 1. 1

５ 指 宿 18. 1.20 ５ さつま 平 17. 4. 1

６ 志布志 18. 1.20 ６ 湧 水 17. 4. 1

７ 南九州 19.12.28 ７ 錦 江 17. 4. 1

８ 南大隅 17. 4.11

９ 肝 付 17. 7.15

10 長 島 18. 4. 1

11 屋久島 19.10.26

（参考）公平委員会設置市：鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，阿久根市，西之表市，薩摩川内市，霧島市，

伊佐市，日置市，出水市，姶良市（合計11市）
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(2) 公平事務受託一部事務組合等 〔28団体〕

平成26年３月31日現在）（

番 事務受託 番 事務受託
一 部 事 務 組 合 名 一 部 事 務 組 合 名

号 年 月 日 号 年 月 日

１ 鹿児島県市町村総合事務組合 昭37.10.15 15 伊佐北姶良火葬場管理組合 昭54.４.１

２ 41.１.１ 16 曽於北部衛生処理組合 56.４.１いちき串木野市・日置市衛生処理組合

３ 南薩地区衛生管理組合 43.１.１ 17 北薩広域行政事務組合 59.４.１

４ 指宿南九州消防組合 47.７.17 18 59.４.１曽於地域公設地方卸売市場管理組合

５ 阿久根地区消防組合 49.８.１ 19 曽於南部厚生事務組合 61.４.１

６ 伊佐湧水消防組合 50.４.１ 20 熊毛地区消防組合 平５.４.１

７ 肝付東部衛生処理組合 53.４.１ 21 南薩介護保険事務組合 11.８.１

８ 大隅曽於地区消防組合 53.４.１ 22 姶良・伊佐地区介護保険組合 11.11.１

９ 指宿広域市町村圏組合 53.４.１ 23 曽於地区介護保険組合 11.11.１

10 大隅肝属地区消防組合 53.４.１ 24 種子島地区広域事務組合 11.11.１

11 南大隅衛生管理組合 54.４.１ 25 大隅肝属広域事務組合 12.11.１

12 中南衛生管理組合 54.４.１ 26 公立種子島病院組合 13.11.１

13 大口地方卸売市場管理組合 54.４.１ 27 鹿児島県後期高齢者医療広域連合 19.11.１

14 伊佐北姶良環境管理組合 54.４.１ 28 種子島産婦人科医院組合 21.11.１
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(3) 政令４０２号関係団体

ア 市町村 〔１２市町村：１市，９町，２村〕

（平成26年３月31日現在）

番号 市町村名 番号 市町村名

１ 奄美市 ７ 徳之島町

２ 大和村 ８ 天城町

３ 宇検村 ９ 伊仙町

４ 瀬戸内町 10 和泊町

５ 龍郷町 11 知名町

６ 喜界町 12 与論町

イ 一部事務組合等 〔10団体〕

（平成26年３月31日現在）

番号 一部事務組合等 設立年月日

１ 大島地区衛生組合 昭 48．８．17

２ 沖永良部衛生管理組合 51．４．１

３ 沖永良部与論地区広域事務組合 58．２．３

４ 徳之島地区消防組合 59．４．１

５ 大島地区消防組合 平 元．４．１

６ 奄美群島広域事務組合 ３．７．１

７ 大島農業共済事務組合 11．２．８

８ 徳之島地区介護保険組合 11．６．１

９ 奄美大島地区介護保険一部事務組合 11．６．１

10 徳之島愛ランド広域連合 13．３．８
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別表３ 労働基準法による事業所区分

（平成25年10月29日改正）(1) 人事委員会が労働基準監督機関としての職権を行使する事業所

労働基準 事 業 所
法による 事業内容

部 局 名 事 業 所 名事 業 所 区 分

別表第１ 教育，研 知事部局
第１２号 究，調査 総務部 短期大学 歴史資料センター黎明館

環境林務部 環境保健センター 森林技術総合センター
工業技術センター 高等技術専門校（４）商 工 労 働 水 産 部
障害者職業能力開発校 水産技術開発センター

農政部 農業開発総合センター 農業開発総合センター支場（４）
農業開発総合センター茶業部
農業開発総合センター茶業部大隅分場
農業開発総合センター果樹部
農業開発総合センター果樹部北薩分場
農業開発総合センター畜産試験場
バイオテクノロジー研究所 フラワーセンター
肉用牛改良研究所

２６危機管理局 消防学校 環境放射線監視センター

教育委員会
事 務 局 県立学校（特別支援学校寄宿舎を除く。）（８１）

総合教育センター 図書館（２） 青少年研修センター
霧島自然ふれあいセンター 少年自然の家（２）

９０博物館 埋蔵文化財センター

公安委員会
１警察本部 警察学校

官公署の 同左 知事部局 本庁
事業（別 総務部 東京事務所
表第１に 消費生活センター かごしま県民交流センター
掲げる事 保健福祉部 女性相談センター 知的障害者更生相談所（２）
業を除 大阪事務所 福岡事務所 計量検定所商 工 労 働 水 産 部
く ） 農政部 病害虫防除所 家畜保健衛生所（６）。

家畜保健衛生所支所（３）
危機管理局 防災航空センター
地域振興局 地域振興局（保健福祉環境部，北 地域振興局建設部甑島支

所，鹿児島地域振興局総務企画部自動車税課，北 地域振興
局建設部土木建築課出水市駐在，姶良・伊佐地域振興局建設
部土木建築課伊佐市駐在，大隅地域振興局建設部河川港湾課
志布志市駐在及び曽於畑地かんがい農業推進センターを除
く。）（５）
北 地域振興局建設部甑島支所
鹿児島地域振興局総務企画部自動車税課
北 地域振興局建設部土木建築課出水市駐在
姶良・伊佐地域振興局建設部土木建築課伊佐市駐在
大隅地域振興局建設部河川港湾課志布志市駐在
曽於畑地かんがい農業推進センター

支庁 支庁（保健福祉環境部及び大島支庁農林水産部農政普及課特
殊病害虫係を除く。）（２）
熊毛支庁屋久島事務所（保健福祉環境課を除く。）
大島支庁瀬戸内事務所 大島支庁喜界事務所
大島支庁徳之島事務所（保健衛生環境課を除く。）

４０大島支庁沖永良部事務所 大島消費生活相談所
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労働基準 事 業 所
法による 事業内容

部 局 名 事 業 所 名事 業 所 区 分

官公署の 同左 教育委員会
９事業（別 事 務 局 本庁 教育事務所（７） 総合体育センター

表第１に
掲げる事 公安委員会

２９業を除 警察本部 警察本部 警察署（２８）
く ）。

そ の 他 議会事務局 選挙管理委員会事務局 人事委員会事務局
各種委員会 監査委員事務局 労働委員会事務局

海区漁業調整委員会事務局 内水面漁場管理委員会事務局
７

計 事業所２０２

(注) 企業職員及び単純労務職員は，労働局及び労働基準監督署の所管である。

(2) 労働基準監督署が労働基準監督機関としての職権を行使する事業所

労働基準 事 業 所
法による 事業内容

部 局 名 事 業 所 名事 業 所 区 分

別表第１ 水道 工業用水道部 工業用水課
１第 １ 号

別表第１ 飼育，畜 知事部局
１第 ７ 号 産 支庁 大島支庁農林水産部農政普及課特殊病害虫係

別表第１ 保健衛生 知事部局
第１３号 保健福祉部 精神保健福祉センター ハートピアかごしま

若駒学園 こども総合療育センター
難病相談・支援センター 児童相談所（３）
食肉衛生検査所（７） 動物愛護センター

地域振興局 保健福祉環境部（支所を除く。）（５）
保健福祉環境部支所（４）

支庁 保健福祉環境部（２）
熊毛支庁屋久島事務所保健福祉環境課

２９大島支庁徳之島事務所保健衛生環境課

県立病院局 県立病院課
６病院（４） 県民健康プラザ鹿屋医療センター

教育委員会
５事 務 局 特別支援学校寄宿舎（５）

計 事業所４２
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別表４ ボイラー等の設置状況

（平成26年３月31日現在，単位：基）

事 業 所 名 ボイラー クレーン ゴンドラ 計第一種圧力容器

水産技術開発センター 1 1

工業技術センター 4 4

歴史資料センター黎明館 2 2

農業開発総合センター 4(1) 4(1)

2(1) 2(1)鹿児島地域振興局建設部河川港湾課

1 1北 地域振興局建設部河川港湾課

4 4大 隅 地 域 振 興 局 建 設 部 河 川 港 湾 課 志 布 志 市 駐 在

鹿児島県出納局管財課 5 5

かごしま県民交流センター 1(1) 1 2(1)

鹿児島水産高等学校 1 2 3

薩摩中央高等学校 1 1

徳之島高等学校 1 1

有明高等学校 1(1) 1(1)

川内商工高等学校 1 1

鹿屋農業高等学校 1 1

加治木工業高等学校 2(1) 2(1)

伊佐農林高等学校 1 1

鹿屋工業高等学校 1 1

市来農芸高等学校 1 1

鶴翔高等学校 2 2

種子島高等学校 1 1

末吉高等学校 1 1

山川高等学校 1 1

加世田常潤高等学校 2 2

計 ２４ 事業所 8 (2) 23 (1) 8 (2) 6 (0) 45 (5)

（注 （ ）は，休止基数でうち書。）
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